
（様式　１）

平成　　年　　月　　日


事 業 者 認 定 申 請 書
　日 本 合 板 商 業 組 合　

　　理 事 長　 田　　繁　殿
（申請者）
所 在 地：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称：

代表者名：
貴組合の認定を得て合板・木材・木材製品の合法性・持続可能性の証明を行ないたく、合法性・持続可能性の証明にかかる事業者認定実施要領に従い、下記の通り関係書類を添えて申請します。
　尚、申請に当っては、証明書（または証明書に代わる書類）の発行に関する一切の責任を負うことを申し添えます。
記
　１．設立年・従業員数：
　２．取扱う合板・木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量：

３．分別管理及び書類管理の方針

４．その他

（様式　３）


番号

平成　　年　　月　　日

木材・木材製品の合法性・持続可能性証明書

殿

所 在 地：
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 名　称  ：
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者名：
　　　　　　　　　　　　　日本合板商業組合認定番号：
下記の物件は、持続可能な森林経営を行なっている森林から合法的に伐採された木材のみを原材料としていることを証明します。
記
　１．樹　種：

　２．品　目：

　３．数　量：

（様式　５）


平成　　年　　月　　日

認 定 事 業 者 の 認 定 取 消 通 知 書
　
　　　　　　　　　　　　　　殿

日 本 合 板 商 業 組 合

理 事 長　　田　　繁
　貴社については、平成　　年　　月　　日付けで認定事業者として認定しましたが、合法性・持続可能性の証明に係る事業者認定実施要領第十の規定により、平成　　年

　　月　　日付でその認定を取り消したので通知します。
記
　１．日本合板商業組合認定番号：

　２．事業者の名称：

　３．代表者の氏名：

　４．事業所の所在地：

　５．取消の理由：

（様式　７）


平成１８年４月１日作成

株式会社

分別管理及び書類管理方針書
本方針書は、日本合板商業組合が作成した「違法伐採対策に関する自主的行動規範（平成１８年４月１日）」を受け、合法性、持続可能性の証明された合板・木材・木材製品（以下「証明材」という）の供給に当って必要となる分別管理の方針を定めたものである。

（適用範囲）

　本方針書は、当社営業所に置いて、原木を材料として販売する合板・木材・木材製品の取扱に当って適用する。
　　

　（分別管理責任者）

　　１．分別管理を適切に行なうため、　　　　　を分別管理責任者として定める。
　　２．分別管理責任者は、証明材の適切な分別管理及びその実施状況の点検を責任を持

って行なうものとする。
　（分別管理の実施）

　　１．製品の入荷に当っては、証明書等により証明材であるか非証明材であるかを確認する。
　　２．仕入製品の保管に当っては、証明材と非証明材が混在しないように、それぞれの保管場所をテープや標識等により明示する。
　　３．製品の出荷に当っては、証明材であることを確認のうえ、証明書を添付する。
　（書類管理）

　１．分別管理責任者は、証明材及び非証明材に係る製品入出荷量を実績報告として取りまとめる。　

２．証明材の入出荷、在庫に関する情報が把握できるよう管理簿を備え付け適切に記載する。
　３．証明書及び納品書、管理簿等の関係書類は、３年間整理保管する。　

以上
【記載例】１


番号（自社の通し番号を記載）

平成１８年１０月２日

木材・木材製品の合法性・持続可能性証明書
鹿島建設株式会社
殿

所 在 地：東京都千代田区神田鍛冶町３－５－４
　　　　　　　 　　　　　　　　　　 名　称  ：○○建材　株式会社
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者名：代表取締役　神田　一郞　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　日本合板商業組合認定番号：東京―００××
下記の物件は、持続可能な森林経営を行なっている森林から合法的に伐採された木材のみを原材料としていることを証明します。
記
　１．樹　種：　ラワン

　２．品　目：　合板

　　　３．数　量：　５㎥
【記載例】２

スタンプ作成　見本例

	グリーン購入法事業者認定

日本合板商業組合

認定番号

（東京―００××）

樹種（　　　　　　　）



ゴム印見本
	グリーン購入法認定日本合板商業組合

認定番号

（東京―００××）

樹種（　　　　　　）



平成１８年４月７日
　　組 合 員   各  位

日 本 合 板 商 業 組 合

事業者認定審査委員会
                                                             事務局　　植木


電話:03-5256-9080


Fax: 03-5256-8786


事業者認定申請手続きについて
拝啓
　　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　　平素より組合業務に関し、ご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

　　さて、先日グリーン購入法に関する証明のための認定申請のご案内を送付させていただきましたが、全国から問合せが殺到し、この問題への関心の高さを改めて痛感した次第です。ご承知の通り、政府調達該当分は具体的には学校、病院、老人ホーム、官舎等への建築用資材の納入分が我々の業界では対象になろうかと存じます。
　　就きましては、各種質問を頂戴した中で、共通した点につき、下記の通り取りまとめましたので、申請時のご参考にしていただきたいと思います。

敬具

記
１．提出に必要な書類
　　　一.事業者認定申請書（既に送付した書類の様式１）
　　　二.分別管理及び書類管理方針書（様式７）
　　　三.取扱合板・木材・木材製品一覧表（様式６左欄）（「事業者認定申請書の２取り扱う合板・木材・木材製品の主要品目、取扱数量」欄に記入しきれない場合にご使用ください。）
　２．その他の書類のご説明
　　　一.事業者認定書（様式２）：事業者認定申請がなされ、決定後組合から認定事業者へ交付いたします。
　　　二.木材・木材製品の合法性・持続可能性証明書（様式３）：認定された事業者が販売先に必要に応じて交付する書類です。証明書に代えて納品書に証明書記載事項を記載してもかまいません。

　　　三.合法性・持続可能性の証明された木材・木材製品の取扱実績報告（様式４）：来年６月過去１年間の取扱実績を組合に報告していただくための書類です。申請時は必要ありません。書類の中で２．合法性・持続可能性の証明されたものの実績量を記載する際、書ききれない場合は、合法性・持続可能性の証明された合板・木材・木材製品の取扱量（様式６右欄）をご使用ください。
　　四.認定事業者の認定取消通知書（様式５）：認定した事業者が合法性・持続可能性の証明にかかる事業者認定実施要領および事業者認証審査委員会規約記載事項に抵触した場合組合から当該事業者へ送付する書類ですので申請には必要ありません。

　　五.認定登録簿（様式８）：本部で申請受付後認定が決定した事業者を登録するための資料であり、申請には関係ありません。　　　
　３．提出書類等の記載方法

　　一.事業者認定申請書
　　　a.申請者欄：所在地・名称・代表者名および代表者印を押印してください。

　　　b.設立年・従業員数欄：申請時点の数値を記入してください。

　　　c.取り扱う合板・木材・木材製品の主要品目、年間取扱数量欄：「合板・集成材・製材・単板積層材・パーティクルボード・繊維板・木質系セメント板・等」に分類し、該当する項目を記入してください。上記以下に再分類する必要はありません。記入単位は㎥を原則としますが、まとめやすければ枚数等でもかまいません。実績量は過去１ヶ年分を概数で結構です。記入欄が不足する場合は（様式６）をご使用ください。
　　　ｄ.分別管理及び書類管理の方針欄：「分別管理及び書類管理方針書」（様式７）をご使用ください。

　　二.合法性・持続可能瀬の証明された木材・木材製品の取扱実績報告

　　　a.記載種類は申請時報告済みの取扱合板・木材・木材製品一覧表記載の種別で過去１ヶ年の実績報告を願います。単位も同様です。但し、合法性の証明された量と証明されていない量を区別してご報告ください。（様式４）に書ききれない場合は（様式６右爛）をご使用ください。

　　三.分別管理及び書類管理方針書

　　　a.会社名欄：貴社の名称をご記入ください。

　　　b.分別管理責任者欄：社員の中から適任の方をご選任下さい。

　４．書類の記入例

　　　添付資料の通り。
　５．その他

　　　既に申請書提出済みの場合は上記記載にかかわらず、訂正・再提出の必要はございません。

以上
